
○ 平成26年から地方分権改革に関する「提案募集方式」を導入

○ 地方からの提案を受けて、地方公共団体への事務・権限の移譲、義務付け・枠付けの見直
し等を推進

１．基 本 的 考 え 方

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針【概要】
＜令和元年12月23日 地方分権改革推進本部決定案＞

○ 移譲された事務・権限が円滑に執行できるよう、確実な財源措置、マニュアルの整備や技
術的助言、研修や職員の派遣などの必要な支援を実施

３．移譲に伴う財源措置その他必要な支援

○ 法律改正事項については、一括法案等を令和２年通常国会に提出することを基本

○ 現行規定で対応可能な提案については、地方公共団体に対する通知等により明確化

○ 引き続き検討を進めるものについては、適切にフォローアップを行い、逐次、地方分権改革
有識者会議に報告

２．一括法案等の提出

資料２－１
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令和元年の地方からの提案に関する対応状況

小計
c=a+b

実現できなかっ
たもの

d

合計
e=c+d

実現・対応
の割合
c/e

提案の趣旨を
踏まえ対応

a

現行規定で
対応可能

b

H26 263 78 341 194 535 63.7%

H27 124 42 166 62 228 72.8%

H28 116 34 150 46 196 76.5%

H29 157 29 186 21 207 89.9%

H30 145 23 168 20 188 89.4%

R元 140 20 160 18 178 89.9%

（件数）

年

分類
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【土地利用】

・森林所有者に関する固定資産税情報の内部利用を可能とする見
直し

・町村の都市計画の決定に関する都道府県の同意の廃止

【空家対策】

・特定空家等に対する代執行時の動産の取扱いの明確化

・所有者不明空家に対する財産管理人選任申立ての活用促進

【地域交通】

・乗用タクシーの営業区域の変更に係る協議手続きの明確化

・乗用タクシーによる貨物の有償運送の対象区域の拡大

【安心・安全な暮らしのための災害対策】

・災害に係る住家の被害認定における混構造住家の判定方法の
明確化

・地方公共団体の災害時における支出方法の運用改善

【地域におけるイノベーション創出】

・試験研究を行う地方独立行政法人の業務の範囲への出資の
追加

令 和 元 年 の 主 な 案 件

２．子育て・医療・福祉 －地域の実情に合わせたサービス提供－１．地方創生・まちづくり－機動的かつ柔軟な地域づくり－

３．地方分権改革の取組強化等 －国・地方の役割分担－

【子育て支援の充実】

・里帰り出産等に際しての一時預かり事業の利用に係る条件の

明確化

・病児保育施設を整備する者の範囲に係る要件の緩和

・社会福祉法人が放課後児童クラブを設置する場合の要件の緩和

【地域のニーズや地域事情に合わせたサービスの提供】

・居宅介護支援事業所の管理者の資格要件に係る経過措置延長

・へき地の公立病院が看護師等の派遣を受けることを可能とする

見直し

【子育て・福祉サービス提供の円滑化】

・特定地域型保育事業者に対する「確認」の効力の拡大

・介護機関に係る生活保護法と介護保険法の取扱いを連動する

見直し

【権限の移譲】

・軌道法及び鉄道事業法に基づく事務・権限の都道府県から指定
都市への移譲

・液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に
基づく事務・権限の都道府県から指定都市への移譲

【国への届出等に関する都道府県経由事務の廃止】

・不動産鑑定士の登録等に係る都道府県経由事務の廃止

４．各種手続や行政サービスの効率化

【手続の効率化・円滑化】

・生活保護費返還金等のコンビニ納付を可能とする見直し

・医師法、歯科医師法、薬剤師法に基づく届出のオンライン化

【マイナンバー】

・身体障害者手帳の再発行申請におけるマイナンバー記入の義務

付けの廃止
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１．地方創生・まちづくり ―機動的かつ柔軟な地域づくり―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

１

森林所有者に関する固
定資産税情報の内部利
用を可能とする見直し
（森林法、森林経営管理法）

福井市、高知県、北海
道、徳島県、香川県、
愛媛県、安芸市、四万
十市、香美市、大豊町、
佐川町、梼原町
（総務省、農林水産
省）

地方公共団体が森林所有者等の氏名その他の地方税関係情報を内部利用する
ことを可能とすることにより、森林法及び森林経営管理法に基づく業務の円滑
な実施が可能となり、森林の適切な経営管理に資する。
【法律改正】

２

町村の都市計画の決定
に関する都道府県の同
意の廃止
（都市計画法）

酒々井町、全国町村会
（国土交通省）

町村の都市計画の決定又は変更に係る都道府県知事への同意を要する協議に
ついて、同意を廃止することにより、町村がより主体的に都市計画決定を行え
るようになり、地域におけるまちづくりに資する。
【平成26年フォローアップ案件】
【法律改正】

３

特定空家等に対する代
執行時の動産の取扱い
の明確化
（空家等対策の推進に関する
特別措置法）

熊本市、指定都市市長
会
（総務省、国土交通
省）

代執行又は略式代執行により除却の対象となる特定空家等の中の動産の取扱
いについて、市区町村において、廃棄や保管等の判断を迅速かつ適切に行うこ
とが可能となるよう、その判断に資する考え方を明確化し、市区町村に令和２
年中に周知することにより、市区町村の円滑な空家等対策の実施に資する。
【通知改正】

令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

１．地方創生・まちづくり ―機動的かつ柔軟な地域づくり―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

４

所有者不明空家に対す
る財産管理人選任申立
ての活用促進
（空家等対策の推進に関する
特別措置法）

指定都市市長会
（総務省、法務省、国土
交通省）

空家等対策における財産管理制度の活用については、債権を有していない場
合であっても、市区町村が行った不在者財産管理人又は相続財産管理人の選任
の申立てが認められた事例を、空家等対策において市区町村が果たす役割を明
示しつつ、市区町村に令和２年中に周知することにより、市区町村の円滑な空
家等対策の実施に資する。
【周知】

５

乗用タクシーの営業区
域の変更に係る協議手
続きの明確化
（道路運送法）

五條市
（国土交通省）

地方運輸局長が定める一般乗用旅客自動車運送事業における営業区域の単位
の変更については、地域公共交通会議における協議事項に含まれることを明確
化し、地域の意見を反映させることにより、地域住民の生活に必要な旅客の利
便の増進に資する。
【通達改正】

６

乗用タクシーによる貨
物の有償運送の対象区
域の拡大
（道路運送法、貨物自動車運
送事業法）

鳥取県、中国地方知事
会、滋賀県、京都府、
兵庫県、和歌山県、徳
島県、京都市、堺市
（国土交通省）

一般貨物自動車運送事業の許可を取得してタクシー車両により貨物運送を行
うことができる区域について、新たに、発地又は着地が過疎地域自立促進特別
措置法に規定する過疎地域（同法の規定により過疎地域とみなされた区域を含
む。以下同じ。）であって人口が３万人以上の市町村において、市町村の合併
前に過疎地域であった人口３万人未満の区域が含まれる場合における当該区域
を対象とすることにより、過疎地域における人流・物流サービスの持続可能性
の確保に資する。
また、対象区域以外の区域については、当該区域を含む旅客自動車運送事業

者及び貨物自動車運送事業者に対する調査を実施の上、地方公共団体の意見や
輸送の安全の確保及び利用者利益の保護が損なわれることがないかという観点
を踏まえつつ、対象区域の範囲の拡大について検討し、令和２年中に結論を得
る。
【平成29年フォローアップ案件】
【通達改正】
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

１．地方創生・まちづくり ―機動的かつ柔軟な地域づくり―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

７

災害に係る住家の被害
認定における混構造住
家の判定方法の明確化
（災害対策基本法）

苫小牧市
（内閣府）

木造と非木造の混構造の場合における住家の被害状況調査について、原則と
して、建物の主たる構造に基づいて調査・判定することを「主たる構造」の考
え方も含め、令和元年度中に地方公共団体に通知を行うこと等により、迅速か
つ的確な罹災証明書の交付が可能となり、地方公共団体の事務の円滑化と被災
者支援の強化に資する。
【通知】

８

地方公共団体の災害時
における支出方法の運
用改善
（地方自治法）

茅ヶ崎市
（内閣府、総務省）

災害時のやむを得ない場合において、地方公共団体の職員が緊急的に現金払
を求められる場面等で、簡易な手続で必要な経費を速やかに支出できる方法を
地方公共団体に通知することにより、迅速かつ円滑な災害対応に資する。
【通知】

９

試験研究を行う地方独
立行政法人の業務の範
囲への出資の追加
（地方独立行政法人法）

神奈川県
（総務省）

試験研究を行う地方独立行政法人による出資を可能とすることにより、産学
官連携が促進され、地域における当該法人の研究成果の社会実装及びイノベー
ション創出の活性化に資する。
【法律改正】
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

２．子育て・医療・福祉 ―地域の実情に合わせたサービス提供―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

１

里帰り出産等に際して
の一時預かり事業の利
用に係る条件の明確化
（児童福祉法）

鳥取県、日本創生のた
めの将来世代応援知事
同盟
（内閣府、厚生労働
省）

里帰り出産等における一時預かり事業の実施について、里帰り先の市区町村
の判断により、住所地市区町村の保育所等の退所を求めずに事業を実施するこ
とが可能であり、子ども・子育て支援交付金の対象にもなること等を明確化す
ることで、子育て世帯のニーズに応じた一時預かり事業の実施が可能になる。
【通知改正】

２

病児保育施設を整備す
る者の範囲に係る要件
の緩和
（子ども・子育て支援整備交
付金）

大阪府、京都府、堺市、
兵庫県、神戸市、和歌
山県、鳥取県、徳島県
（内閣府、厚生労働
省）

病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交付金の交付対象に市区
町村が認めた者（NPO法人等）を加えることで、多様な事業者の参画が可能と
なり、子育て世帯が働きながら子育てしやすい社会の実現に資する。
【通知改正】

３

社会福祉法人が放課後
児童クラブを設置する
場合の要件の緩和
（社会福祉法）

出雲市
（厚生労働省）

社会福祉法人が放課後児童クラブを設置する場合に施設の用に供する不動産
について、国又は地方公共団体以外の者から貸与を受けることを可能にするこ
とで、放課後児童クラブの拡充に資する。
【通知改正】
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

２．子育て・医療・福祉 ―地域の実情に合わせたサービス提供―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

４

居宅介護支援事業所の
管理者の資格要件に係
る経過措置延長
（介護保険法）

宮城県、三重県、滋賀
県、京都府、大阪府、
大阪市、堺市、兵庫県、
神戸市、和歌山県、鳥
取県、広島県、広島市、
徳島県、愛媛県、関西
広域連合、中国地方知
事会、沖縄県介護保険
広域連合
（厚生労働省）

指定居宅介護支援事業所における管理者要件に係る経過措置の期間について
は、令和９年３月31日まで延長すること等を社会保障審議会介護給付費分科会
で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

５

へき地の公立病院が看
護師等の派遣を受ける
ことを可能とする見直
し
（労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保
護等に関する法律）

徳島県、滋賀県、京都
府、堺市、兵庫県、神
戸市、和歌山県、鳥取
県、香川県、高知県、
関西広域連合
（厚生労働省）

看護師、准看護師、薬剤師、臨床検査技師及び診療放射線技師が行う医療関
係業務への労働者派遣については、関係団体から意見を聴きつつ、へき地の医
療機関への派遣を可能とする方向で検討する。その上で、労働政策審議会での
議論の結果を踏まえ、令和２年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

６

特定地域型保育事業者
に対する「確認」の効
力の拡大
（子ども・子育て支援法）

豊中市、堺市、滋賀県、
京都府、大阪府、兵庫
県、和歌山県、鳥取県、
徳島県、京都市、大阪
市、神戸市、関西広域
連合、指定都市市長会
（内閣府、厚生労働
省）

特定地域型保育事業者について、確認に係る事業所の所在する市区町村の長
による確認の効力が全国に及ぶものとし、事業所の所在する市区町村以外に居
住する者が当該事業所を利用する場合であっても、利用者の居住地市区町村の
長による更なる確認は不要とする。これにより、事業者及び市町村の事務負担
の軽減に資する。
【法律改正】
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

２．子育て・医療・福祉 ―地域の実情に合わせたサービス提供―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

７

介護機関に係る生活保
護法と介護保険法の取
扱いを連動する見直し
（生活保護法）

指定都市市長会
（厚生労働省）

生活保護法による指定介護機関について、介護保険法による指定の効力の停
止が行われた場合に、連動して生活保護法による指定の効力を停止することに
より、介護機関に対する処分の適正化及び手続の効率化が図られる。
【法律改正】
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

３．地方分権改革の取組強化等 ―国・地方の役割分担―
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

１

軌道法及び鉄道事業法
に基づく事務・権限の
都道府県から指定都市
への移譲
（軌道法、鉄道事業法）

九州地方知事会
（国土交通省）

軌道法及び鉄道事業法に基づき都道府県知事が行う認可等の事務・権限のう
ち、指定都市に係るものについて、指定都市に移譲することで、業務の効率化
に資するとともに、手続の迅速化により事業者の利便性が向上する。
【法律改正等】

２

液化石油ガスの保安の
確保及び取引の適正化
に関する法律に基づく
事務・権限の都道府県
から指定都市への移譲
（液化石油ガスの保安の確保
及び取引の適正化に関する法
律）

熊本市
（経済産業省）

液化石油ガスの販売・貯蔵等に係る都道府県知事の事務・権限について、効
率的な行政運営や統一的な指導が可能となるよう、地方公共団体等からの意見
を踏まえつつ、指定都市へ移譲することの是非も含め、効果的かつ効率的な執
行の在り方について検討し、令和２年度中に結論を得る。その結果に基づいて
必要な措置を講ずる。

３

不動産鑑定士の登録等
に係る都道府県経由事
務の廃止
（不動産の鑑定評価に関する
法律）

愛知県
（国土交通省）

不動産鑑定士及び不動産鑑定士補の新規登録、変更登録、死亡等の届出及び
登録の消除に係る都道府県経由事務について、廃止することにより、申請者等
の利便性向上や都道府県の事務負担軽減に資する。
【法律改正】
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令和元年の地方分権改革に関する「提案募集方式」の成果等（主なもの）

４．各種手続や行政サービスの効率化
提案

提案団体
（関係府省）

実現内容等及び効果

１

生活保護費返還金等の
コンビニ納付を可能と
する見直し
（生活保護法）

船橋市
（厚生労働省）

生活保護費返還金等のコンビニ納付（私人委託）を可能とすることにより、
債務者の利便性や債権の収納率の向上に資する。
【法律改正】

２

医師法、歯科医師法、
薬剤師法に基づく届出
のオンライン化
（医師法、歯科医師法、薬剤
師法）

千葉県
（厚生労働省）

医師法、歯科医師法、薬剤師法に基づく届出については、地方公共団体の事
務負担軽減に資するよう、令和４年度の届出からのオンライン化に向けて検討
を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

３

身体障害者手帳の再発
行申請におけるマイナ
ンバー記入の義務付け
の廃止
（身体障害者福祉法、行政手
続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関
する法律）

各務原市
（内閣府、厚生労働
省）

身体障害者手帳の破損等に係る再交付申請について、個人番号の提供を受け
る場合と同等の本人確認のための措置を講じた場合に限り、個人番号の記載の
省略を可能とすることで、申請者及び地方公共団体の負担軽減に資する。
【平成30年フォローアップ案件】
【省令改正】
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